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令和７年度事業計画 

１． 概況 

 

 わが国の経済は、デフレ経済から成長経済への移行が期待される一方、足元の実質賃金の伸び悩みや

金利の上昇傾向、海外情勢の不安定化など、依然として様々なリスク要因が懸念されている。そのような中、

昨年１１月に取りまとめられた総合経済対策の推進等により、日本経済が持続的な成長に向け着実に歩を

進めることが期待されている。 

住宅市場においては、「子育てエコホーム支援事業」、「住宅省エネキャンペーン 2024」などによる ZEH

の普及・省エネリフォームの推進が図られるとともに、住宅ローン減税の子育て世帯等に対する限度額の上

乗せ措置などの住宅取得支援が図られた。一方、建築資材・エネルギー価格の上昇等による建築費の高

騰や金利の上昇傾向など厳しい環境が続く中、新設住宅着工戸数は、昨年１０月から持家着工が３５ケ月

ぶりに対前年比増加に転じたが、今年１月には再び減少となり、総戸数も令和６年計で79.2万戸と２年連続

で前年を下回り、まだまだ予断を許さない厳しい状況にある。 

 このような社会や経済の状況を踏まえ、当連合会として、住宅産業界に期待される役割、使命を再認識し

ながら、税制・予算の政策について積極的な要望活動を展開した。その結果、国民の安全・安心と持続的

成長に向けた総合経済対策がまとめられ、令和６年度補正予算において、「子育てグリーン住宅支援事業」

が措置され、ZEH 水準を超える「GX 志向型住宅」への補助が創設されるとともに、ZEH 水準対応の裾野を

拡大するために、賃貸住宅が新たに対象とされた。さらに長期優良住宅、ＺＥＨ住宅に対する子育て世帯

等への支援や既存住宅の省エネリフォームへの支援も措置され、三省連携による「住宅省エネキャンペー

ン」も継続されることとなった。 

また、令和７年度税制改正大綱では、住宅ローン減税は、子育て世帯等向けの借入限度額の上乗せ措

置が令和７年入居まで延長され、床面積要件の緩和も継続されるとともに、子育てリフォーム税制、買取再

販事業者向け税制、サービス付き高齢者向け住宅供給促進税制等の特例措置も延長された。今年度はこ

れらの施策を積極的に周知・活用し、良質な住宅ストックの形成に向け、一層の取組みを進める必要がある。

さらに、令和７年度予算における「既存ストックの有効活用と流通市場の形成」、「住宅・建築分野の DX・生

産性向上の推進」等の重点施策の推進、４月より全面施行される改正建築物省エネ法・建築基準法の円滑

な施行など、住宅産業界が果たすべき役割を踏まえ、関係省庁、関係団体と連携・協力しながら、積極的

に関係施策の推進に取り組んでいく。 

 社会資本整備審議会住宅宅地分科会においては、住生活基本計画（全国計画）の見直しに向けた検討

が進められており、２０５０年にあるべき住生活の姿を見据え、当面１０年間に取り組む政策の方向性が議論

されている。当連合会としても、新たな計画により、国民の住生活が安全・安心で豊かなものとなるよう、積

極的に議論に参画し、住宅産業界としてその役割を果たせるよう、引き続き取り組みを進める。 

 また、令和７年で区切りとなる住宅ローン減税制度など重要な住宅関連税制やエネルギー基本計画の改

定を踏まえた住宅分野における CO2排出削減の更なる推進に向けた施策など、税制改正、経済対策に向

けた要望活動に積極的に取り組むこととする。 

 さらに、昨年の能登半島地震や同地区の豪雨災害をはじめ、本年も多様な自然災害が激甚化・頻発化

することが懸念されている。当連合会は、引き続き被災地の復旧、復興に向け、関係団体と連携し、可能な

限りの支援を行っていくとともに、引き続き、安全・安心な住まいに向けて、しっかりと取り組みを進める。 

 以上の点を踏まえ、令和７年度は以下の重点項目を中心に政策委員会をはじめとする各専門委員会に

おいて諸課題に取り組み、積極的な活動を展開していくこととする。 
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２．重点項目 

 

（１）政策提言・要望活動 

① 政策提言能力の向上 

② 民間住宅投資動向を踏まえた経済対策の提言 

③ 住宅税制の抜本見直しの実現に向けた普及・啓発活動 

④ 住宅税制改正・予算・規制合理化要望 

 

（２）調査研究活動の積極的展開 

① 住宅市場に関連する調査分析の充実（業況、受注動向、顧客実態等） 

② 住宅関連データの収集・整理（広く住宅市場に関連するデータの多角的収集整理等） 

③ 海外の住宅政策、住宅市場に関連する情報の収集整理 

④ 調査研究活動の成果を政策提言・要望活動に繋げる連携強化 

 

（３）カーボンニュートラル実現に向けた取組み 

① 住宅生産者の省エネ知識・技術の向上 

② 改正建築物省エネ法等への的確な対応 

③ 住宅の省エネ性向上に係る技術的課題への対応 

④ 省エネ設備機器等に関する基準・規格作成への参画 

⑤ 住宅の省エネ性向上促進のための国民啓発 

 

（４）良質な住宅ストック整備と住宅循環システムの構築 

① 長期優良住宅、GX志向型住宅、ＺＥＨ、ＬＣＣＭ住宅の整備促進 

② 既存ストックの性能・品質改善に係る法制度上の課題への対応 

③ リフォーム（特に省エネリフォーム）の低コスト化 

④ 性能表示制度等の流通市場インフラの普及・活用促進 

⑤ (一社)優良ストック住宅推進協議会との連携による合理的な既存住宅査定方法の普及 

⑥ 郊外住宅地の再生、二地域居住の推進、空き家問題等への対応 

 

（５）住生活の向上 

① 子育て世帯の居住環境向上等少子高齢化社会における課題への対応 

② 新たな住宅・住環境ニーズに関する知見の拡大 

③ ＩoＴ、ＩＴ、自動運転、ドローン等の先進技術の活用による住生活向上方策の検討 

④ 住宅・住生活を取巻く関連産業や学界との連携による新たな住生活サービスの検討 

  

（６）住宅産業の生産性向上 

① 住宅産業における働き方改革の推進 

② 建築技術者の確保 

③ 住宅生産・管理工程における DX化の推進 
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 ３．活動計画 

 

（１）政策委員会の活動計画 

 

①政策提言 

少子高齢化、部資材価格高騰に伴う住宅価格の上昇、人生１００年時代に相応しい住宅ストック及び

住環境の整備、２０５０年カーボンニュートラルの実現、ＤＸの推進等の住宅産業が直面する諸課題に的

確に対応するため、各専門委員会における調査検討成果を踏まえて審議を行い、政策提言や要望活動

を行うとともに、広く国民に対する情報発信・啓発活動を展開する。 

 

ア） 民間住宅投資動向を踏まえた経済対策の検討及び政策提言 

低迷が続く戸建住宅市場の一刻も早い回復を図るとともに、２０５０年カーボンニュートラル等の政策目

標の実現に不可欠な住宅の建替えやリフォームの円滑な実施を推進するため、民間住宅投資の動向を

注視しつつ、必要な民間住宅投資が行われるための経済対策の検討を行い、必要に応じて政府に対し

迅速な実施を求める。 

 

イ） 住宅・土地関連税制改正及び予算に関する要望 

ストック型社会や脱炭素社会の実現等の住宅政策が直面する課題に対応し、国民の住生活の一層の

向上を図るとともに、民間住宅投資の活性化により景気の回復を引き続き牽引していくため、各専門委員

会における調査研究成果を踏まえて「令和８年度施策要望（税制改正・予算・規制合理化）」を取りまとめ、

政府及び関係省庁に要望するとともに、その実現に向けた活動を展開する。 

 

ウ）建築規制等の合理化に関する要望 

住宅産業の生産性の向上と消費者のコストの低減を図るため、建築規制や建設業規制等の様々な法

令に基づく規制について合理化策を検討し、その実現を関係省庁に要望する。また、許認可や補助手

続きを含む各種手続きのＤＸ化の促進を政府等に要望する。 

 

②住生活基本計画の見直しに向けた取組み 

国土交通省における「住生活基本計画(全国計画)」の見直しに向けた検討に参画し、住宅業界として

の意見を的確に表明することを通じて計画策定に協力する。また、住宅業界としての的確な意見表明を

行えるよう、所要の調査・検討を行う。 

 

③新しい住宅金融・税制の在り方についての提言のとりまとめ 

住宅産業を取り巻く状況が大きく変化する見込みの中、新たな「住生活基本計画」の策定への対応を

含め、転機を迎える住宅産業をソフト面で支える住宅金融・住宅税制の在り方を議論し、提言を作成す

る。 
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（２）専門委員会の活動計画 

 

①住宅性能向上委員会 

ア） 住宅の性能向上に関する施策の検討 

イ） 住宅関係制度の普及に向けた情報発信 

ウ） 省エネ基準への適合義務化等、省エネ関連規制への対応 

エ） ＩｏＴ等先進技術、スマートホームに関する諸問題への対応 

オ） 太陽光発電に関する情報収集とその展開 

 

②技能者問題委員会 

ア） 大工等建築技能者の確保及び育成に関する方策の検討 

イ） 建設キャリアアップシステムの住宅建設現場への適応性向上等の改善提案 

ウ） 住宅工事現場の働き方改革の推進 

エ） 特定技能外国人の受入に係る諸問題への対応 

オ） 労務管理関連法令の改正・遵守等に関する調査・検討  

 

③消費者制度検討委員会 

ア） 住宅関連の消費者保護施策に関する調査・研究 

イ） 消費者関連法令の調査及び法令改正への対応 

ウ） 消費者保護に関する普及啓発 

 

④環境委員会 

ア） 住宅生産における環境負荷低減に関する取組みの推進 

イ） 水、大気、化学物質等に関するリスクへの対応 

ウ） 建設廃棄物のリサイクルと適正処理の推進 

エ） 適法伐採木材流通促進への対応  

 

⑤建築規制合理化委員会 

ア） 建築関連法規制の合理化案の検討 

イ） 輸送関連法規制の合理化案の検討 

ウ） 建設業法規制の合理化案の検討 

エ） 基礎・地盤技術の向上に関する情報収集、課題の検討  

 

⑥住宅税制・金融委員会 

ア） 住宅市場の動向観測とそれを踏まえた経済対策の検討 

イ） ２０２６（R８）年度住宅・土地関連税制改正・予算要望事項の検討 

ウ） 住宅税制の抜本的見直し等の提言の普及推進 

エ） 住宅税制及び予算制度等の住宅取得等に係る支援策の普及 

 

⑦国際交流委員会 

ア） 会員企業等の海外展開状況等の把握 

イ） 海外視察研修の企画実施 
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⑧工事ＣＳ・安全委員会 

ア） 住宅建設における労務安全衛生に関する情報収集及び改善策の検討 

イ） 低層住宅建築工事における労働災害発生状況の調査等 

ウ） 労務安全関連法令の改正等に関する調査・検討 

エ） 住宅建設における労務安全対策の普及啓発 

オ） 住宅生産・管理工程におけるＤＸの推進 

カ） パートナーである下請事業者との法規改正等に関する情報共有 

 

⑨住宅ストック委員会 

ア） リフォーム・既存住宅流通の拡大・活性化に関する調査・検討 

イ） 既存住宅ストックの省エネ性向上の推進に関する調査・検討 

  

⑩成熟社会居住委員会 

ア） 高齢者住宅関連施策に関する改善案の検討 

イ） 郊外住宅団地の再生・活性化やまちづくり・住まいづくりに関する調査・研究を通じ、政策提言を検討 

ウ） 二地域居住推進に関する調査研究、情報の展開   

 

⑪広報委員会 

ア） ステークホルダーへの情報提供、国民への情報発信 

イ） 機関誌の編集・発行 

 

（３）住宅政策研究所の活動計画 

 

①住宅市場に関連する調査分析 

ア） 住宅景況感調査 

会員企業等の経営者を対象に、四半期毎に調査を実施 

イ） 住宅業況調査 

会員企業等の現場責任者を対象に、四半期毎に調査を実施 

ウ） ２０２４年度戸建注文住宅の顧客実態調査 

会員団体の傘下企業約６千社を対象に、２０２４年度の顧客に関する実態調査を実施 

エ） 受注動向調査 

大手ハウスメーカー９社と大手賃貸住宅メーカー２社を対象に、毎月の受注動向調査を実施 

 

②住宅関連統計調査等よりデータの収集・整理 

広く住宅市場に関連するデータを多角的に収集し整理・更新を実施  

 

③海外の住宅政策、住宅市場に関連する情報の収集・整理 

国際交流委員会の活動と連携し、住宅政策の国際的動向に関する情報を収集し整理・分析を実施  

 

④調査研究活動の成果を政策提言に繋げる連携強化 

調査・研究の成果を、住宅税制・金融委員会等の専門委員会の活動に提供するとともに、様々な課題

検討に協力し、政策提言に繋げる 
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⑤住宅生活基本計画の見直しに向けた調査・研究 

国土交通省における「住生活基本計画(全国計画)」の見直しに向けた検討に参画し、住宅業界として

の意見を的確に表明することを通じて計画策定に協力する。また、住宅業界としての的確な意見表明を 

行えるよう、政策委員会支援ＷＧにおいて所要の調査・検討を行う。 

 

⑥新しい住宅金融・税制の在り方検討特別委員会における提言のとりまとめ 

住宅産業を取り巻く状況が大きく変化する見込みの中、新たな「住生活基本計画」の策定への対応を

含め、転機を迎える住宅産業をソフト面で支える住宅金融・住宅税制の在り方を議論し、政策委員会と共

同で提言を作成する。 

 

⑦その他 

ア） 産学連携 

住宅産業のより一層の発展と社会貢献を目指して大学との連携を深め、大学に蓄積する知見の活用 

を図るとともに、大学における基礎研究に資する情報提供等の連携活動を継続的に実施 

イ） 住宅政策勉強会 

住宅産業に関わる様々な課題について、社会実装に繋がる効果的な対応策を検討するための調査

研究を行うため、有識者を招いて定期的に勉強会を実施 

 

（４）住生活月間中央イベントの開催支援 

「住生活月間中央イベント実行委員会」に参画し、同実行委員会が実施する以下の事業の企画・実施

を支援 

ア） 住生活月間実行委員会との合同記念式典（会場：長野県長野市）の準備運営 

イ） 長野会場でのテーマ展示による情報提供 

ウ） 住宅・すまいＷＥＢによる住宅・住環境・住まい方に関する情報発信 

エ） 全国の住宅展示場等における統一キャンペーン 

オ） 第２１回「家やまちの絵本」コンクール 

 

（５）こども霞が関見学デー実施への協力 

国土交通省が参画する令和７年度「こども霞が関見学デー」の企画・開催を支援  
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（参考）専門委員会活動計画の活動概要（※を付した活動内容は新規） 

各専門委員会は以下に掲げる活動のほか、活動成果の会員団体・企業等への提供、活動成果に基づく

政策提言・施策要望の検討等の活動を行う。 

（１）住宅性能向上委員会         

活 動 項 目 活  動  概  要 
ア） 住宅の性能向上に関する施策の検

討 

⚫ ２０５０年カーボンニュートラル実現に向けた住宅の性能向上策の検討 

⚫ 住宅性能表示制度及び長期優良住宅制度等に係る基準、手続き等の合

理化の検討 

⚫ 省エネ制度に係る基準、評価・表示方法及び手続き等の合理化の検討 

⚫ GX志向型住宅、新しい定義の ZEH・ZEH-M等の整備促進策の検討※ 

⚫ 既存住宅の性能向上に関する課題及び対策の検討 

⚫ 住生活基本計画の策定検討への協力※ 

イ） 住宅関係制度の普及に向けた情報

発信 

⚫ 長期優良住宅、GX 志向型住宅及び ZEH・ZEH-M の普及に向けた情報

発信 

⚫ 住宅関連支援策の情報発信※ 

ウ） 省エネ基準への適合義務化等、省

エネ関連規制への対応 

⚫ 省エネ基準適合義務化の運用状況確認及び関係省庁・団体との調整 

⚫ 販売・賃貸時の建築物のエネルギー消費性能表示制度（省エネ性能ラベ

ル）、住宅トップランナー制度への対応 

⚫ 東京都の環境報告書制度や、各自治体の環境・省エネ関連条例への対

応 

エ） IoT 等先進技術、スマートホームに

関する諸問題への対応 

⚫ ＩｏＴ等先進技術に関する情報、実装実例の収集及び共有 

⚫ 「スマートホーム」システムのセキュリテイ対象としての確立 

オ） 太陽光発電に関する情報収集とそ

の展開 

⚫ 太陽光発電システム制度に関する国及び地方公共団体の動向把握とそ

の対応 

⚫ 太陽光発電システムの運営に関する検討及び関係省庁・団体との調整 

（２）技能者問題委員会                   

活 動 項 目 活  動  概  要 
ア) 大工等建築技能者の確保及び

育成に関する方策の検討 

⚫ 大工等建築技能者の確保及び着実な育成に関する情報収集 

⚫ 国交省木住室と共に具体的方策の取りまとめと情報発信 

⚫ 女性技能者の活躍・定着の促進に向けた「住宅工事現場における働き方

改革ガイドライン」の見直し※ 

イ) 建設キャリアアップシステムの住

宅建設現場への適応性向上等

の改善提案 

⚫ 建設キャリアアップシステムに対する要望・意見の取りまとめ 

⚫ 国交省及び建設業振興基金に対するシステム改善提言 

ウ) 住宅工事現場の働き方改革の推

進 

⚫ ２０２４年４月に施行された改正労働基準法に基づく残業規制への対応 

エ) 特定技能外国人の受入に係る諸

問題への対応 

⚫ 技能実習制度及び特定技能外国人の受入れに係る法改正について関係

団体との情報共有及び内容検討 

オ) 労務管理関連法令の改正・遵守

等に関する調査・検討 

⚫ 標準労務費策定等労務管理関連法令の改正等に関する調査・検討及び

関係行政機関への提言 

⚫ 「元請と下請間の適正取引おける自主行動計画」に則った関連法令遵守

の推進 

（３）消費者制度検討委員会             

活 動 項 目 活  動  概  要 
ア) 住宅関連の消費者保護施策に

関する調査・研究 

⚫ 住宅関連の消費者保護施策の調査・研究 

⚫ 会員企業・団体における消費者対応事例の収集と共通課題の整理 

⚫ 消費者とのトラブル事例の共有及び未然防止策の検討 

イ) 消費者関連法令の調査及び法

令改正への対応 

⚫ 消費者関連法令の改正動向に関する情報収集 

⚫ 消費者関連法令が改正される場合の住宅事業者の対応策の検討 

ウ) 消費者保護に関する普及啓発 ⚫ 消費者保護制度・施策に関する情報等の消費者への発信 
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（４）環境委員会                     

活 動 項 目 活  動  概  要 
ア） 住宅生産における環境負荷低減

に関する取組みの推進 

⚫ カーボンニュートラル行動計画及び循環型社会形成自主行動計画フォロ

ーアップ及びその履行のための会員啓発 

⚫ ライフサイクルカーボン発生量の算出への対応※ 

⚫ ZEH、LCCMの普及状況調査 

⚫ ウッドチェンジ協議会への参画等、木材の利用促進及び安定流通確保に

向けた取組み 

⚫ 花粉症対策に関する取組みのフォローアップ 

⚫ SDGsに関する取組みの方向性の検討 

イ） 水、大気、化学物質等に関するリ

スクへの対応 

⚫ 改正石綿則、大気汚染防止法、改正フロン排出抑制法等の遵守に向けた

対応 

ウ） 建設廃棄物のリサイクルと適正処

理の推進 

⚫ サーキュラー・エコノミー（循環型経済（プラスチック資源循環含む））への

移行に向けた活動の推進 

⚫ 太陽光発電パネルのリサイクル化に向けた調査 

エ） 適法伐採木材流通促進への対応 ⚫ クリーンウッド法への的確な対応 

⚫ 適法伐採された国産木材使用拡大に向けた対応 

 

（５）建築規制合理化委員会    

活 動 計 画 活  動  概  要 
ア) 建築関連法規制の合理化案の

検討 

⚫ ２０２５年建築規制合理化要望のとりまとめ   

⚫ ２０２６年建築規制合理化要望の検討 

⚫ 建築基準法等の改正に関連する情報の収集と共有、発信 

⚫ 建築基準整備促進事業等の技術委員会への参画 

イ) 輸送関連法規制の合理化案の

検討 

⚫ 輸送制限緩和要望事項の新規募集とフォローアップ 

・道路関係情報のデジタル化要望の国土交通省提出 

・「特殊車両通行システム」車両登録条件拡大、分割輸送申請 

⚫ 輸送・道路行政に関する情報収集（改正流通業務総合効率化法） 

ウ) 建設業法規制の合理化案の検

討 

⚫ 専任の技術者等の有効な配置に関する要望の検討 

・金額要件の緩和（特に専任特例の２億円） など 

⚫ 専任の技術者等のあり方に関する意見交換※ 

    ・住宅会社の技術者の特異性 

・専任の必要性 

エ) 基礎・地盤技術の向上に関する

情報収集、課題の検討 

⚫ 日本建築学会「小規模建築物基礎設計指針」、「小規模建築物基礎設計

例集」改定委員会への参画及び意見具申 

⚫ 建築研究開発コンソーシアム研究会「小規模建築物の地盤におけるリスク

マネジメントに関する研究」委員会への参画及び意見具申 

⚫ 「小規模建築物における既存地盤補強体の対応方法案」を示したガイドラ

インの作成 

⚫ 住宅性能表示制度における「液状化に関する参考情報の提供」に関する

手引きの改訂※ 

（６）住宅税制・金融委員会   

活 動 項 目 活  動  概  要 
ア) 住宅市場の動向観測とそれを踏

まえた経済対策の検討 

⚫ 市場動向のモニタリング・住宅取得支援策の効果を踏まえた経済対策の

検討 

イ) ２０２６（R８）年度住宅・土地関連

税制改正・予算要望事項の検討 

⚫ 関係団体の要望内容の情報収集・調整 

⚫ ２０２６（R８）年度要望事項の検討 

ウ) 住宅税制の抜本的見直し等の提

言の普及推進 

⚫ 提言内容の普及推進 

⚫ 提言内容の充実（勉強会などの実施） 

エ) 住宅税制及び予算制度等の住

宅取得等に係る支援策の普及 

⚫ 「住団連プレス」及び「住宅と税金」の作成・頒布 

⚫ HP等を通じた住宅取得支援策等に関する情報の発信等 
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（７）国際交流委員会   

活 動 計 画 活  動  概  要 
ア) 会員企業等の海外展開状況等

の把握 

⚫ 会員企業等の海外展開状況の情報共有 

⚫ 諸外国の住宅市場動向、住宅政策、住宅取得支援策に関する情報収集

と会員企業等の海外展開状況の情報共有 

イ) 海外視察研修の企画実施 ⚫ 諸外国の住宅政策の動向、住宅事情、住宅産業の課題等に関する調査・

情報収集及び視察先の住宅生産団体等との意見交換等を目的とする海

外視察研修の企画・実施 

⚫ 海外の住宅関係団体との意見・情報交換 

 

（８）工事ＣＳ・安全委員会                  

活 動 項 目 活  動  概  要 
ア) 住宅建設における労務安全衛生に関

する情報収集及び改善策の検討 
⚫ 住宅建設における労務安全衛生に関する情報収集及び安全衛生向上策

の検討 

⚫ 住宅建設における労務安全衛生向上のための機器･工具等の検討 

⚫ 住宅建築現場の作業環境改善策の検討 

イ) 低層住宅建築工事における労働災

害発生状況の調査等 
⚫ 労働災害発生状況の調査･分析  

ウ) 労務安全関連法令の改正等に

関する調査・検討 

⚫ 労務安全関連法令の改正及びガイドラインの制定・改正等に関する調査・

検討及び関係行政機関との調整 

⚫ 化学物質管理の法改正に向けた対応検討 

エ) 住宅建設における労務安全対策

の普及啓発 

⚫ 安全衛生向上対策の検討結果、労働災害発生状況及び法令等の改定

情報を用いた労務安全対策の普及啓発 

⚫ 「低層住宅建築工事安全ガイド（各社取組み好事例集）（仮）」作成※ 

オ) 住宅生産・管理工程におけるＤＸ

の推進 

⚫ DXの推進による安全衛生管理効率化に資する方策の検討 

⚫ 住団連 DX推進ガイドラインの具体的推進と中小事業者に対する拡大 

カ) パートナーである下請事業者との

法規改正等に関する情報共有 

⚫ インボイス制度及びフリーランス新法への対応状況の調査と下請事業者と

の情報共有※ 

⚫ 労務安全衛生法規等法改正に関する情報提供 

（９）住宅ストック委員会          

活 動 項 目 活  動  概  要 
ア) リフォーム・既存住宅流通の拡

大・活性化に関する調査・検討 

⚫ リフォームに関する税制・補助制度の問題点及び改善策の検討 

⚫ 既存住宅流通や買取再販等の課題、活性化策の検討 

⚫ ストックに関わる建築基準法・長期優良住宅普及促進法等の改善要望の

検討・推進※ 

⚫ 改正建築基準法・建築物省エネ法（令和 7 年 4 月施行）への対応状況及

び課題等の整理※ 

イ) 既存住宅ストックの省エネ性向上

の推進に関する調査・検討 

⚫ 既存住宅の省エネ性向上のための課題及び対策の検討（住宅省エネ２０

２５キャンペーンの活用状況及び課題等の整理） 

⚫ 部分断熱改修の普及促進に向けた課題及び対策の検討※ 

（１０）成熟社会居住委員会  

活 動 項 目 活  動  概  要 
ア) 高齢者住宅に関する問題把握及

び対策の検討 

⚫ 高齢者住宅に関する問題の把握及び対策の検討 

⚫ 高齢者住宅及び高齢者施設の制度、運営方法等に関する情報収集 

⚫ 成熟社会における居住に関するシンポジウム等の企画・実施 

イ) 郊外住宅団地の再生・活性化や

まちづくり・住まいづくりに関する

調査・研究を通じ、政策提言を検

討 

⚫ オールドタウンの活性化方策についての調査・研究 

⚫ 会員団体・企業における取組み事例等の情報収集 

⚫ 成熟社会における戸建て住宅地の在り方についての調査・研究 

ウ）  二地域居住推進に関する 

調査研究 

⚫ 全国二地域居住等促進協議会への参画 

⚫ 同協議会による発信情報を会員団体・企業へ提供 

⚫ 会員団体・企業における取組み事例等の情報収集 
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（１１）広報委員会 

活 動 項 目 活  動  概  要 
ア） ステークホルダーへの情報提供、

国民への情報発信 

⚫ ホームページを通じた広報活動 

⚫ マスコミとの情報共有、意見交換 

イ） 機関誌の編集・発行  ⚫ 特集、掲載記事の企画・編集 

⚫ 取材、執筆等の依頼及び編集 

 


